
 
 

 

平成 27 年 5 月 13 日 
 

 
平成 26 年度決算について 

 
 

 日本トラスティ・サービス信託銀行（代表取締役社長 桑名康夫）の平成 26 年度決算（平

成 26 年 4 月 1日～平成 27 年 3 月 31 日）について、以下のとおりお知らせいたします。 

 

1. 損益の状況 

当期の損益については、経常収益は資金運用収益等が増加したことにより、前年度比 2 億 57
百万円増加し 276 億 2 百万円となりました。主な内訳は、信託報酬 206 億 57 百万円、役務取

引等収益 53 億 87 百万円、資金運用収益 14 億 97 百万円であります。 
一方、経常費用は営業経費等が増加したことにより、前年度比 2 億 10 百万円増加し 268 億

14 百万円となりました。主な内訳は、営業経費 258 億 17 百万円、資金調達費用 6 億 41 百万

円、役務取引等費用 3 億 38 百万円であります。 
この結果、経常利益は前年度比 47 百万円増加し 7 億 88 百万円、当期純利益は前年度比 31

百万円増加し 4 億 60 百万円となりました。 
 

 

2. 資産・負債の状況 

当期末における総資産は、現金預け金の増加等により前年度末比 7,405 億 13 百万円増加し、

2 兆 4,688 億 35 百万円となりました。主な内訳は現金預け金 2 兆 52 億 92 百万円、コールロ

ーン 2,900 億円、有価証券 1,460 億 42 百万円であります。 
一方、負債の部は、信託勘定借の増加等により前年度末比 7,400 億 79 百万円増加し、2 兆

4,101 億 34 百万円となりました。 
また、自己資本比率（国内基準）は、38.32％であります。 

 

3. 信託財産の状況 

当期末における信託財産の受託額は、前年度末比23兆1,450億81百万円増加し、226兆5,125
億 94 百万円となりました。 
 

4. 当社の対処すべき課題 

ＩＴガバナンスの強化と業務の効率化を進めるとともに、付加価値の高いサービスの提供や、

リスク管理・内部管理態勢を一層充実させ高い信頼性を維持することにより、お客様の良きパ

ートナーとしての評価を確立し、競争力の強化に努めてまいります。 
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（百万円未満切捨て）

１. 平成27年3月期の業績（平成 26年 4月 1日 ～ 平成 27年 3月 31日）
(1)経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年  3月期 27,602 0.9 788 6.3 460 7.2

26年  3月期 27,344 △ 11.5 740 △ 64.7 429 △ 18.1

  
１ 株 当 た り
当期純利益

自  己  資  本
当期純利益率

経常収支率 預金残高

円 銭 ％ ％ 百万円

27年  3月期 451 25 0.7 97.1 32,503
26年  3月期 420 68 0.7 97.2 35,131

(2)財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
(注1)

１株当たり純資産
自己資本比率

（国内基準）(注2)

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

27年  3月期 2,468,835 58,700 2.3 57,549 99 38.32
26年  3月期 1,728,321 58,266 3.3 57,124 36 40.90
(参考)　自己資本　　　　　　27年 3月期 　58,700百万円    　　　　　26年 3月期 　58,266百万円

(注1)「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。

(注2)「自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の

　　　状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。

　

２.配当の状況
年間配当金 配当金総額

（合計）
配当性向 純資産配当率

中間期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
26年  3月期 0 00 170 00 170 00 173 40.4 0.2
27年  3月期 0 00 180 00 180 00 183 39.8 0.3

※注記事項
 (1)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
　　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 有　・　無

　　② ①以外の会計方針の変更 有　・　無

　　③ 会計上の見積りの変更 有　・　無

　　④ 修正再表示 有　・　無
　(注) 詳細は、後掲の「会計方針の変更」をご覧ください。

(2)発行済株式数（普通株式）
　　　①　期末発行済株式数(自己株式を含む) 27年3月期 1,020,000 株 26年3月期 1,020,000 株
　　　②　期末自己株式数 27年3月期 ― 株 26年3月期 ― 株
　　　③　期中平均株式数 27年3月期 1,020,000 株 26年3月期 1,020,000 株



第１５期末（平成２７年３月３１日現在）貸借対照表

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（単位：百万円）

科 目 金　　　　額 科 目 金　　　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 2,005,292 預 金 32,503

現 金 2 当 座 預 金 22,887

預 け 金 2,005,290 普 通 預 金 3,838

コ ー ル ロ ー ン 290,000 そ の 他 の 預 金 5,776

有 価 証 券 146,042 信 託 勘 定 借 2,338,438

国 債 145,702 そ の 他 負 債 38,391

株 式 320 未 払 法 人 税 等 218

そ の 他 の 証 券 19 未 払 費 用 1,106

そ の 他 資 産 3,344 リ ー ス 債 務 30

前 払 費 用 564 資 産 除 去 債 務 116

未 収 収 益 1,347 預 り 金 35,224

金融商品等差入担保金 500 そ の 他 の 負 債 1,694

そ の 他 の 資 産 932 賞 与 引 当 金 316

有 形 固 定 資 産 1,894 退 職 給 付 引 当 金 465

建 物 593 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 19

リ ー ス 資 産 25 負 債 の 部 合 計 2,410,134

その他の有形固定資産 1,275 （ 純 資 産 の 部 ）

無 形 固 定 資 産 21,618 資 本 金 51,000

ソ フ ト ウ ェ ア 21,612 利 益 剰 余 金 7,699

その他の無形固定資産 6 利 益 準 備 金 857

前 払 年 金 費 用 173 そ の 他 利 益 剰 余 金 6,842

繰 延 税 金 資 産 468 繰 越 利 益 剰 余 金 6,842

株 主 資 本 合 計 58,699

その他有 1価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合計 1
純 資 産 の 部 合 計 58,700

資 産 の 部 合 計 2,468,835 負債及び純資産の部合計 2,468,835



第１５期
平成２６年４月　１日から
平成２７年３月３１日まで

損益計算書

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

経 常 収 益 27,602
信 託 報 酬 20,657
資 金 運 用 収 益 1,497

貸 出 金 利 息 53
有 価 証 券 利 息 配 当 金 132
コ ー ル ロ ー ン 利 息 278
預 け 金 利 息 1,031

役 務 取 引 等 収 益 5,387
受 入 為 替 手 数 料 340
そ の 他 の 役 務 収 益 5,047

そ の 他 経 常 収 益 59
そ の 他 の 経 常 収 益 59

経 常 費 用 26,814
資 金 調 達 費 用 641

預 金 利 息 1
コ ー ル マ ネ ー 利 息 1
借 用 金 利 息 0
そ の 他 の 支 払 利 息 639

役 務 取 引 等 費 用 338
支 払 為 替 手 数 料 77
そ の 他 の 役 務 費 用 261

営 業 経 費 25,817
そ の 他 経 常 費 用 16

そ の 他 の 経 常 費 用 16
経 常 利 益 788
特 別 損 失 30

固 定 資 産 処 分 損 30
税 引 前 当 期 純 利 益 757
法人税、住民税及び事業税 278
法 人 税 18等 調 整 額
法 人 297税 等 合 計
当 期 純 利 益 460

( )



　　第１５期
平成２６年４月　１日から

株主資本等変動計算書
平成２７年３月３１日まで

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（単位：百万円）

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計

利益剰余金

株主資本
合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

資本金

利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
繰越利益
剰余金

当期首残高 51,000 822 6,432 7,254 58,254 12 12 58,266 

会計方針の変更による
累積的影響額 158 158 158 158 

会計方針の変更を反映した
当期首残高 51,000 822 6,590 7,412 58,412 12 12 58,424 

当期変動額

剰余金の配当 34    △208 　 △173 　 △173 △173 

当期純利益 460 460 460 460 

株主資本以外の項目の
     △10      △10 △10 

当期変動額（純額）

当期変動額合計       - 34 252 286 286      △10      △10 276 

当期末残高 51,000 857 6,842 7,699 58,699 1 1 58,700 

( )



 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
重要な会計方針 

 

1. 有価証券の評価基準および評価方法 

有価証券の評価は、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等にもとづく時価法(売却原価は

主として移動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平

均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法によ

り処理しております。 

2. 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建  物   3年～43年 

 そ の 他   2年～18年 

（2） 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（主として5年）にもとづいて償却しております。 

（3） リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがある

ものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

3. 外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

4. 引当金の計上基準 

（1） 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年

度に帰属する額を計上しております。 

（2） 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額にもとづき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。 

なお、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

 数理計算上の差異： 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5 年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（3） 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金の内規にもとづく支給

見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

なお、執行役員に係る退職慰労引当金につきましても、役員退職慰労引当金に含めて計上しております。 

5. リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年 4月 1日前に開始する事業年度

に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

6. 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税（以下、消費税等という）の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 



会計方針の変更 

（「退職給付に関する会計基準」等の適用） 
 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下、「退職給付会計基準」という。）

および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下、「退職

給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文および退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めに

ついて当事業年度より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期

間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に

もとづく割引率から、支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 
 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度の

期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 
 この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が 167 百万円増加、退職給付引当金が 77 百万円減少し、利益剰余金が

158 百万円増加しております。また、当事業年度の経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ 28 百万円増加してお

ります。 
 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

1. 為替決済等の取引の担保として有価証券145,702百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には保証金等606百万円が含まれております。 

2. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。この契約に係る融資未実行残高は 14,600 百万

円、原契約期間は1年以内であります。 

なお、この契約は融資実行されずに終了する場合が通例であるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。また、この契約に係る制度において、有価証券、現

金等により返済原資を確保している等、与信保全上の措置が講じられております。 

3. 有形固定資産の減価償却累計額   3,366百万円 

4. 関係会社に対する金銭債権総額    196百万円 

5. 関係会社に対する金銭債務総額   8,023百万円 

 

（損益計算書関係） 

関係会社との取引による収益 

信託報酬  4,431百万円

 役務取引等に係る収益総額   620百万円

関係会社との取引による費用 

 その他業務・その他経常取引に係る費用総額 2百万円

 

（株主資本等変動計算書関係） 

1. 発行済株式の種類および総数に関する事項                        （単位：千株） 

株式の種類 
当事業年度期首 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 
摘要 

普通株式 1,020 － － 1,020  

 （注）自己株式については該当ありません。 

2. 配当に関する事項 

（1） 当事業年度中の配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成26年 6月 26日 

 

会社法第319条 

第1項にもとづく決議 

普通株式 173百万円 170円 平成26年 3月 31日 平成26年6月27日



（2） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度の末日後となるもの 

  平成 27年 6月に、株主総会の目的である事項として次のとおり提案いたします。 

株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

普通株式  183百万円  180円 平成27年 3月 31日 平成 27年 6月 29日 

  なお、配当原資については、その他利益剰余金とすることを予定しております。 

 

 

（税効果会計関係） 

 1.繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

減損損失 164 百万円 

 退職給付引当金 150  

 賞与引当金 104  

 減価償却否認 38  

 資産除去債務 37  

 未払事業税 34  

 その他 23  

繰延税金資産合計 553  

繰延税金負債  

 前払年金費用 56  

 その他 28  

繰延税金負債合計 85  

繰延税金資産の純額 468 百万円 

  

2.「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）が平成27年 3月 31日に公布され、平成27 年 4月

1 日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.64％から、平成27年 4月 1日に開始する事業年度に解消 

が見込まれる一時差異については 33.10％に、平成 28 年 4 月 1 日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時

差異については 32.34％となります。この税率変更により、繰延税金資産は 44 百万円減少し、法人税等調整額は 44

百万円増加しております。 

 

 

（金融商品関係） 

1.金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

  資産管理業務に特化した当社は、主として信託勘定より恒常的に発生する余剰資金を借り入れる信託勘定借により

資金調達を行っております。 

  資金運用については、決済業務の円滑な遂行のために決済システムへの差入担保として日本国債を保有し、余剰資

金があればコールローンや日本国債を保有することとしております。キャピタルゲインを目的とせず、原則として期

間1年以内の運用を行うこととしておりますが、取締役会の決議を得た場合には、ＡＬＭ計画の範囲において、残存

期間1年超3年以内の日本国債や残存期間１年以内の日本国政府向け貸出金で運用できるものとしております。 

 

（2）金融商品の内容およびそのリスク 

  当社における金融資産は、主として日本国債、日本国政府向け貸出金、コールローンであり、そのうち日本国債、

日本国政府向け貸出金については、上記の方針によりその市場リスクを極めて限定しており、コールローンについて

も、必要 小限の規模・内容に留めることを方針とすることで、その信用リスクを軽減しております。 

  一方、当社における金融負債は、主として信託勘定借であり、その残高は安定しており、運用手段も流動性の高い

金融資産に限定することで当社の流動性リスクを回避しております。 

 



 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

  ①信用リスクの管理 

  当社における主たる信用リスクは、資産管理業務に付随して発生する余剰資金の運用取引に伴うものであり、必要

小限の規模・内容に留めることを「信用リスク管理方針」に定めております。また、総合リスク管理部が、信用リ

スクに関する各種限度枠を「信用リスク管理規程」にもとづき設定し、日々、限度枠の遵守状況を管理しております。 

 

  ②市場リスクの管理 

  当社は、市場リスクについても極力限定することを「市場リスク管理方針」に定めており、安全・確実な運用に努

めております。また、総合リスク管理部が、市場リスクに関する各種限度枠を「市場リスク管理規程」にもとづき設

定し、日々、限度枠の遵守状況を管理しております。 

当社において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、日本国債、日本国政府向け

貸出金、コールローンであります。当社では、これらの金融商品についてベーシス・ポイント・バリュー（金利が1

ベーシス・ポイント(0.01％）変化したときの価値の変動）を、金利変動リスク管理にあたっての定量的分析として

利用しております。平成27年 3月 31日現在、ベーシス・ポイント・バリューは14百万円であると把握しておりま

す。なお、当該価値変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数と

の相関を考慮しておりません。 

 

 ③流動性リスクの管理 

  当社は、資産管理にともなう余資運用を恒常的に行っており、運用手段も流動性の高い商品に限定することを｢資

金繰りリスク管理方針｣に定めておりますので、基本的に抱える流動性リスクは小さいものと考えられますが、総合

リスク管理部が、各種限度額を｢資金繰りリスク管理規程｣にもとづき設定し、日々、限度枠の遵守状況を管理してお

ります。 

 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

  金融商品の時価には、市場価格にもとづく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含まれ

ております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当

該価額が異なることもあります。 

 

2.金融商品の時価等に関する事項 

平成27年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注2）参照）。 

   （単位：百万円）

  貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金預け金 2,005,292 2,005,292 －

(2) コールローン 290,000 290,000 －

(3) 有価証券 

 その他有価証券 145,702 145,702 －

資 産 計 2,440,995 2,440,995 －

(1) 預金 32,503 32,503 －

(2) 信託勘定借 2,338,438 2,338,438 －

負 債 計 2,370,942 2,370,942 －

 

(注 1)金融商品の時価の算定方法 

資  産 

(1) 現金預け金 

  預け金は、すべて満期のない預け金であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価

としております。 



 

(2) コールローン 

  コールローンは約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。 

(3) 有価証券 

  債券の時価は、取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。なお、保有目的ごとの

有価証券に関する注記事項については、「(有価証券関係）」に記載しております。 

  

 

負  債 

(1) 預金 

  預金はすべて要求払預金であるため、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

 (2) 信託勘定借 

信託勘定借は、要求払預金と同等であることから、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみな

しております。 

 

(注 2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時

価情報の「資産（3）その他有価証券」には含まれておりません。 

                      （単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 

非上場株式 320 

非上場外国証券  19 

合 計 339 

※これらについては、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とは

しておりません。 

 

(注 3)金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

    （単位：百万円）

 
1年以内 

1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 
5年超 

預け金 2,005,292 － － － －

コールローン 290,000 － － － －

有価証券   

その他有価証券のうち

満期があるもの 
105,500 40,025 － － －

合 計 2,400,792 40,025 － － －

 

（注 4）預金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

    （単位：百万円）

 
1年以内 

1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 
5年超 

預金 32,503 － － － －

信託勘定借 2,338,438 － － － －

合 計 2,370,942 － － － －

※要求払預金である預金および要求払預金と同等である信託勘定借については「1年以内」に含めて開示しております。

なお、預金には当座預金を含めております。 

 

 

 



 

 

（有価証券関係） 

 その他有価証券（平成27年 3月 31日現在） 

(単位：百万円) 

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

債 券  貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの  国 債 73,057  73,041   16  

債 券  貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの  国 債  72,644   72,659   △14  

合  計  145,702  145,700   2  

 

（関連当事者との取引） 

(1) 親会社および法人主要株主等 

      (単位：百万円)

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

未収収益 49その他の 

関係会社 

株式会社 

りそな銀行 

被所有 

直接 33.3％ 

資産管理業

務を当社が

受託 

再信託報酬、

手数料の受入
5,051 

預 り 金 8,023

 取引条件および取引条件の決定方針等 

再信託報酬、手数料は、原価にもとづく報酬額を提示し、交渉のうえ決定しております。 

取引金額には、消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

(2) 子会社および関連会社等 

    該当ありません。 

 

(3) 兄弟会社等 

   (単位：百万円)

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

コール資金の

放出（注1） 
290,000 

コール 

ローン
290,000

未収収益 303
親会社の 

子会社 

三井住友信託

銀行株式会社 
－

金銭貸借関

係 

資産管理業

務を当社が

受託 

再信託報酬、

手数料の受入

（注2） 

18,548 

預 り 金 27,157

 取引条件および取引条件の決定方針等 

（注1）コールローンの約定利率は、市場実勢レートを参考に決定しております。 

取引金額は、短期的な市場性の取引につき、期末残高を記載しております。 

（注2）再信託報酬、手数料は、原価にもとづく報酬額を提示し、交渉のうえ決定しております。 

        取引金額には、消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

(4) 役員および個人主要株主等 

 該当ありません。 

 

（1株当たり情報） 

1株当たりの純資産額      57,549円 99銭 

1株当たりの当期純利益金額    451円 25銭 



（ ご 参 考 ）

第 15 期 末 信 託 財 産 残 高 表

平成27年3月31日現在

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（単位：百万円）

資　　　　　産 金　　額 負　　　　　債 金　　額

有 価 証 券 84,888,357 金 銭 信 託 3,075,697

国 債 15,482,146 金銭信託以外の金銭の信託 2,295,041

地 方 債 671,966 包 括 信 託 221,141,856

短 期 社 債 1,247,918

社 債 2,398,035

株 式 44,969,528

外 国 証 券 16,257,047

そ の 他 の 証 券 3,861,713

投 資 信 券 38,696,735託 有 価 証

投 資 信 資 21,747,417託 外 国 投

信 託 受 40,017,130益 権

受 託 有 価 証 券 21,169,223

金 銭 債 権 5,223,798

その他の金銭債権 5,223,798

有 形 固 定 資 産 239

不 動 産 239

そ の 他 2,872,836債 権

コ ー ル ロ ー ン 6,851,190

銀 行 勘 2,338,438定 貸

現 金 預 2,707,225け 金

預 け 金 2,707,225

合 計 226,512,594 合 計 226,512,594

（注）1.記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2.共同信託他社管理財産　　　－　　　百万円

3.元本補てん契約のある信託の取扱残高はありません。



比 較 貸 借 対 照 表（ 主 要 内 訳 ）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（単位：百万円）

科　　　目
平成26年度 平成25年度 比　　較

(A) (B) (A)－(B)

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 2,005,292 1,164,571 840,721

コ ー ル ロ ー ン 290,000 285,000 5,000

有 価 証 券 146,042 136,532 9,509

貸 出 金 － 116,625 △ 116,625

そ の 他 資 産 3,344 2,702 642

有 形 固 定 資 産 1,894 1,629 265

無 形 固 定 資 産 21,618 20,692 926

前 払 年 金 費 用 173 － 173

繰 延 税 金 資 産 468 569 △ 100

資 産 の 部 合 計 2,468,835 1,728,321 740,513

（ 負 債 の 部 ）

預 金 32,503 35,131 △ 2,627

信 託 勘 定 借 2,338,438 1,599,746 738,692

そ の 他 負 債 38,391 34,312 4,078

賞 与 引 当 金 316 301 15

退 職 給 付 引 当 金 465 509 △ 43

役員退職慰労引当金 19 54 △ 34

負 債 の 部 合 計 2,410,134 1,670,055 740,079

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金 51,000 51,000 －

利 益 剰 余 金 7,699 7,254 444

利 益 準 備 金 857 822 34

その他利益剰余金 6,842 6,432 410

株 主 資 本 合 計 58,699 58,254 444

その他有価証券評価差額金 1 12 △ 10

評価・換算差額等合計 1 12 △ 10

純 資 産 の 部 合 計 58,700 58,266 434

負債及び純資産の部合計 2,468,835 1,728,321 740,513

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



比 較 損 益 計 算 書（ 主 要 内 訳 ）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（単位：百万円）

科　　　目
平成26年度 平成25年度 比　　較

(A) (B) (A)－(B)

経 常 収 益 27,602 27,344 257

信 託 報 酬 20,657 21,345 △ 687

資 金 運 用 収 益 1,497 1,120 376

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 53 ) ( 142 ) ( △ 89 )

（うち有価証券利息配当金） ( 132 ) ( 186 ) ( △ 54 )

役 務 取 引 等 収 益 5,387 4,719 668

そ の 他 経 常 収 益 59 159 △ 99

経 常 費 用 26,814 26,603 210

資 金 調 達 費 用 641 595 45

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 1 ) ( 1 ) ( △ 0 )

役 務 取 引 等 費 用 338 335 3

営 業 経 費 25,817 25,636 181

そ の 他 経 常 費 用 16 35 △ 19

経 常 利 益 788 740 47

特 別 損 失 30 10 20

税 引 前 当 期 純 利 益 757 730 27

法人税、住民 278税及び事業税 295 △ 16

法 人 税 18等 調 整 額 6 12

法 人 税 等 合 計 297 301 △ 4

当 期 益 460純 利 429 31

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



比 較 信 託 財 産 残 高 表

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（単位：百万円）

科　　　目
平成26年度末 平成25年度末 比　　較

(A) (B) (A)－(B)

（ 資 産 ）

有 価 証 券 84,888,357 77,707,294 7,181,063

投 資 信 託 有 価 証 券 38,696,735 30,271,970 8,424,764

投 資 信 託 外 国 投 資 21,747,417 17,968,460 3,778,957

信 託 受 益 権 40,017,130 37,981,564 2,035,565

受 託 有 価 証 券 21,169,223 21,494,184 △ 324,960

金 銭 債 権 5,223,798 5,254,490 △ 30,691

有 形 固 定 資 産 239 1,232 △ 992

そ の 他 債 権 2,872,836 3,114,810 △ 241,973

コ ー ル ロ ー ン 6,851,190 5,395,972 1,455,218

銀 行 勘 定 貸 2,338,438 1,599,746 738,692

現 金 預 け 金 2,707,225 2,577,787 129,438

合 計 226,512,594 203,367,513 23,145,081

（ 負 債 ）

金 銭 信 託 3,075,697 2,641,760 433,936

金銭信託以外の金銭の信託 2,295,041 2,231,268 63,773

包 括 信 託 221,141,856 198,494,484 22,647,371

合 計 226,512,594 203,367,513 23,145,081

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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